被ばくから命・健康と生活を守るための４つのアクションについて（私案第３稿）

2016年３月20日

第１、総論（全体論）

1、 ４つのアクションとは

①．国内法－チェルノブイリ法に匹敵するチェルノブイリ法日本版（原発事故避難の権利法）の制定
②－１国際法－チェルノブイリ法に匹敵するチェルノブイリ法条約（原発事故避難の権利条約）の成立
②－２世界各国（スペイン・アルゼンチンほか）で、日本政府の責任者を「人道上の罪」で刑事告発。

③．生活再建－市民の自主的相互扶助の自立組織＝社会的経済・連帯経済(協同組合、市民バンク、ワーコレ、市民通貨)の創設
（※）チェルノブイリ法
　チェルノブイリ事故後、被ばくによる健康被害が激増した５年目に被害者の要求を受けて、１９９１年、世界標準といわれる住民避難基準を定めた法律がソ連で制定されたが、ソ連崩壊後３国（ウクライナ、ベラルーシ、ロシア）に引き継がれた。原子力事故から住民及び原発労働者の命と健康を守るための、いわば原子力事故に関する世界最初の人権宣言。
２、４つのアクションの相互の関係

(1)、被ばくから原発事故被災者の命・健康と生活を守るのは国の人道的支援ではない（冗談じゃない）。本来、加害者として国が果たすべき最低限の責務である。このことを明らかにすること、それが人災救済の原理原則に立脚し国の加害責任を明らかにした法律制定であり、その実現をめざすのが①のアクションである。

(2)、日本は外圧に弱い国である。その特性を①の実現にあたって、フルに活用する必要がある。それが国際世論を作り出し日本に正しい外圧をかける②のアクションである。その輝かしい実例として、1987年、ソウルオリンピック開催という外圧を国内の民主化運動に結びつけ、前代未聞の独裁政権の退場を勝ち取った韓国市民の民主化運動がある。→民主化宣言（https://goo.gl/jfZ9Tj）

(3)、①で国の加害責任が明らかにされるまでの間の、そして明らかにされたあとの、原発事故被災者の生活再建（働き方）を、原発事故をもたらした根本的原因である「国にお任せ」の依存症体質と貧困から決別する働き方にシフト（転換）するのが③のアクションである。被災者の働き方が国依存症と貧困から脱却できない限り、つまり「避難したい場所で、働く場所を見つける」働き方ができない限り、依然、避難を妨げ帰還を推進する国の言いなりに従わざるを得ない。被災者が真に主権者となり、主権者として命・健康と生活を守るためには、①で政治的自立するだけでなく、②の経済的自立を勝ち取ることが不可欠である。

　以上の意味で、４つのアクションは互いに不可分一体で、どれが欠けても被ばくから命・健康と生活を守ることはできない、緊密に束ねた三本の矢である。

第２、各論（具体論）

１、なぜ今、この４つのアクションか

(1)、福島原発事故は２度発生する。

１度目は原子炉建屋で発生した「人間と自然との関係」の中で、２度目は、その後、原子炉建屋の外で首相官邸や原子力ムラ等で発生した「人間と人間との関係」の中で。２度目は日本史上最悪の人権侵害行為となった。

３１１以後、「見えない、臭わない、味もしない放射能のたえまのない攻撃」という放射能災害が継続中であるにもかかわらず、本来国民の命を守る使命を負う国は、その上原発事故の加害責任を負う地位にもあるという前代未聞の地位に立ちながら、（２０キロ圏内云々でお茶を濁すだけで）本来の避難義務を全く果たそうとせず、多くの住民や子どもたちを汚染地という「目に見えない鉄条網で囲まれた収容所」に閉じ込め、或いは自主避難者を孤立と貧困に追いやり、再び汚染地に帰還させ収容させている。国のこの前代未聞の残虐な犯罪行為＝「人道に対する罪」に該当する犯罪行為により、汚染地の人々の命と健康と生活にどれほど甚大な被害をもたらすかは１８年間で９８万人以上の犠牲を出したチェルノブイリ事故の経験との対比からも明らかである。このままでは取り返しのつかない人権侵害の事態が現実化する。

(2)、ふくしま集団疎開裁判というアクション

　原発事故直後の文科省の安全基準の２０倍引き上げは「子どもたちを放射能という戦場に送った気が狂った文科省」と後世に必ず裁かれるほどのキチガイ沙汰であり、この前代未聞の人権侵害に抗議し、子どもたちの命を救うために、事故から３ヵ月後に１４名の小中学生により、（憲法を根拠にした）ふくしま集団疎開裁判が申し立てられた。

　これは憲法裁判というキリで人権侵害の壁に１点の穴（勝訴判決）をあけ、その穴から多くの人々の抗議の声を吹き込んで、壁を崩し、集団避難を実現するという、いわば「一点突破、全面展開」の作戦だった。

　しかし、社会的な大事件の裁判は世論の支持があって初めて勝訴できるもので、今回も、脱原発を言う市民の声に比べ、脱被ばくを言う市民の声を世論として形成するには至らず、２０１３年４月の仙台高裁の判決は事実認定は全て原告の主張を認めながら、主文は原告主張を斥けるという、頂上まであと一歩の八合目で敗退する結果となった。

　判決を受け、頂上をめざす二次裁判へのチャレンジがスタートしたが、緊急事態にもかかわらず、提訴までの準備と裁判の進行に時間がかかりすぎるという困難な問題に直面し、もはや、裁判というキリで事態を打開する「一点突破、全面展開」の作戦だけでは不十分なことは明らかとなった。

　ここで、汚染地の人々の命と健康を守るため、避難を権利を現実に保障するという目的を実現するため方法として、裁判と並行して、新たな攻めの方法を再考せざるを得なくなった。

(3)、Act locally, think globally
この未曾有の人権侵害の事態に立ち向かうためには、自主的な保養や食事対策、借上げ住宅支援打切り反対といった個別の取り組みはもちろん必要であるが、しかし、個別の取り組みをやり続け、さらに発展させるためには個別の取り組みだけでは不十分である。そもそもこれまでの保養や住宅支援政策の最大の問題はそれが「避難の権利」に裏付けられておらず、支援・人道的援助という欺瞞に立脚していることにある。だから、政府はいつでも好きなときに支援を打ち切ることができると考えている（「避難の権利」であれば権利の剥奪をできる筈がない）。この欺瞞に徹底して対抗するためには、原発事故被災者には「避難の権利」があることを言い続け、これを政府に認めさせ、そこから個別の問題について権利に相応しい正当な対策を引き出すしかない。それを正面から問うたのがチェルノブイリ法日本版制定のアクションである。この意味で、保養や住宅支援政策等の個別の問題で正当な解決を引き出す市民運動と避難についての基本的人権を明らかにしたチェルノブイリ法日本版制定の市民運動はどちらもなくてはならない「両輪の輪」である。
さらにまた、この間政府がやった唯一の仕事「原発事故を出来る限り小さく見せること」、この厚顔無恥の壁に立ち向かうためには、これまで通りの救済を云々するのではダメで、改めて、放射能災害救済の大原則と市民の自己統治という主権者の原理に立ち返って、この事態と立ち向かうしかない。それが、国の加害責任を明らかにし、放射能災害に相応しい抜本的な解決を加害者の国が果たす（原発事故避難の権利法の制定）という人災救済の原理原則の旗を掲げる一方、「何でも国にお任せ」の依存の姿勢と決別し、主権者（市民の自己統治）の自覚のもとに、相互扶助の自立組織の創設による生活再建の旗を掲げ、その実現に向かって取り組むことである。これがどれだけドン･キホーテ的な取り組みに見えようとも、そのような抜本的な取り組みという原点に立ち返る中でしか、いま国難の中にいる私たちに道は開けてこない。

しかも、この４つのアクションは別に奇想天外の目新しいアイデアでも何でもない。既に、実行され成功したモデルがある。私たちは羅針盤を手にしている。私たちは明確なビジョンをもってゴールに進むことができる。あとは、一人でも多くの人たちが重い腰をあげ、各自が自分の出来る範囲でゴールに向かって行動するだけである。
これがこの４つのアクションを提案した理由です。

２、これまでのアクションとどうちがうのか

(1)、支援の宣言ではなく、人権侵害に対する人権防衛を宣言すること。

今、原発事故被災者に差し迫っている、命と健康と生活に対する日本政府による未曾有の人権侵害に対して、人権防衛を明確に打ち出す。未曾有の人権侵害に対する最もストレートな対応は、（日本政府からの支援・人道的援助といった欺瞞・偽善ではなく）日本政府による人権侵害を即刻止めて、人権を守れ！という人権宣言であり、この人権宣言すなわちチェルノブイリ法日本版を制定すること。

(2)、人権宣言の内容：理念法ではなく、具体法

人権防衛である以上、放射能災害からの人権保障について、単に理念を宣言するのではなく（理念だけで人権は防衛できない）、現実の救済が直ちに受けられる具体的救済を宣言する必要がある。

既にそのモデルが存在する。それがソ連崩壊の直前に制定された、住民避難の国際的標準を定めたチェルノブイリ法（「チェルノブイリ原発事故による被災者の社会的保護について」ほか）である。それは住民のみならず原発作業員も含む全ての市民の人権を保障したもの。つまり、事故処理作業従事者（リクビダートル），避難・移住した住民，および汚染地域に居住している住民の権利を確立した、いわば放射能災害に関する全ての被害者の人権宣言である。

そこで、我々の目標はこのチェルノブイリ法の日本版（国内法）と世界版（条約）を制定すること。

(3)、人権宣言制定までのプロセスのモデル：漠然とした道のり（プロセス）ではなく、ゴールまでの具体的なロードマップを明確に描くことができること

「チェルノブイリ法日本版を制定せよ」と単に言い続けるのではなく、その制定に至るまでのロードマップを描く。そのためのモデルが存在する。それが、

①．国内法は、自民党政府が反対したにも関わらず、１９９９年に成立した情報公開法（以下に詳述）。

②．国際法は、米国、ロシア、中国が反対したにも関わらず、１９９７年に成立した対人地雷禁止条約（以下に詳述）。

③．市民の創造的相互扶助の自立組織は、モンドラゴンの経済的再建（以下に詳述）。


３、国内法：チェルノブイリ法日本版（原発事故避難の権利法）制定のロードマップ

(1)、次の２つの観点を持つこと

1． 情報公開法制定のロードマップ
から学び、羅針盤の基礎とする。

2． 情報公開法制定のローマップをさらに進化させる。議員・市民運動指導者中心ではなく、多数の市民参加による草の根の条例制定運動・法律制定運動をより一層拡大する。

(2)、情報公開法制定までのロードマップは以下の通り。

①．「情報公開法を求める市民運動」（母体）の結成
②．『情報公開権利宣言』の起草
③．②の宣言を具体化した条例を日本各地で制定するための条例制定運動と条例の制定

④．③の成果を元に、情報公開法の制定へ

(3)、チェルノブイリ法日本版の内容

　チェルノブイリ法は最低限の保障であるから、日本版制定に当たっては、単にその焼き直しにとどまらず、さらに進化させる。例えば、

　避難の権利の基準を、クリアランスレベルに基づく6500ベクレル/㎡に設定する。

４、国際法その１：チェルノブイリ法条約（原発事故避難の権利条約）制定のロードマップ

　　対人地雷禁止条約成立のロードマップ

　成立までのロードマップのストーリーは以下の通り。

①．２人の個人の思いからスタート

　②．欧米の６つのＮＧＯによる「地雷禁止国際キャンペーン」（ICBL）の結成
　③．くり返し、世界各地で集会を開き、アピール（参加するＮＧＯが増加）

④．ベルギーで世界初の「対人地雷全面禁止法」成立。

⑤．「NGOから地雷の全面禁止に積極的な国々に呼びかけて、いっしょに会合を持とう！」の提案

⑥．ICBLと政府代表者による初会合がジュネーブで開催→カナダ政府が「秋にオタワでNGOと地雷禁止に賛成する国を招いて国際会議を開こう」という提案。実現、しかし意見が割れまとまらず。カナダ外相、再度「来年12月にオタワで対人地雷を全面的に禁止する条約の調印式を開きましょう！」と呼びかけ。→進展へ。

⑦．「賛成する国だけで条約を作る」という前例のない形で進められ、同時に「一般の人々を巻き込む地雷は人道問題だ」と反対国を説得。

⑧．1997年12月3日、対人地雷全面禁止条約が調印。

※まとめ：
(1)、アメリカ、ロシア、中国などの大国が反対する中、オタワ条約の成立に向けて、オーストリアやベルギー、南ア、カナダ等のいわゆる中堅国が指導力を発揮。

(2)、これらの国々をつなぎ動かしてきたのが国の枠組みにとらわれないICBLをはじめとするNGO。

　

５、国際法その２：世界各国（スペイン・アルゼンチンほか）で、日本政府の責任者を「人道上の罪」で刑事告発。

「福島における日本政府と原子力ムラの犯罪」を明らかにしていったとき、それに相応しい責任は被害者の即時救済の実行であると共に、彼らの犯罪に対する刑事責任の追及である。なぜ、これほどまでの放射能被災者の人たちの命と健康と生活を破壊しておきながら、チリの独裁者ピノチェットや中国の独裁者江沢民同様に、その加害責任が問われず、のうのうとしていられるのか。この加害者たちもまた、ピノチェット（1998年）や江沢民（2009年・2013年）と同様、「人道上の罪」により逮捕状が発布され、ピノチェットのように逮捕され、裁判所で裁かれるべきである。それが世界各国（スペイン・アルゼンチンほか）で、日本政府の責任者を「人道上の罪」で刑事告発する取り組みである。

既に実行されたスペインとアルゼンチンのモデルを参考にして、各国に散らばる全世界の市民と協力して、この取り組みを進めていきたい。

◎スペイン（1998年）

　全世界を震撼した歴史的な事件「ピノチェト逮捕」の顛末→http://goo.gl/14MOL6
◎スペイン（2009年）

　法輪功に対する江沢民の逮捕状発布→http://goo.gl/ir19mL
· スペイン（2013年）

チベット人虐殺に対する江沢民の逮捕状発布→http://goo.gl/qa3uMA
◎アルゼンチン（2009年）

法輪功に対する江沢民の逮捕状発布→http://goo.gl/iKiXZ6
６、生活再建－市民の創造的相互扶助の自立組織＝社会的経済・連帯経済(協同組合、市民バンク、ワーコレ、市民通貨)の創設
(1)、なぜ、市民の自主的かつ相互扶助の経済組織が重要であり、大切なのか。

第１にそれは、今、自主避難者の人たちにとって、差し迫った生活防衛のために必要だから。同時に、今から自主避難を願っている人たちに避難先で仕事を作り出すことにより、自主避難の最大のハードル（就労）を超える必要があるから。

さらに、より根本的には、原発事故を引き起こした私たちの経済システムとライフスタイルそのものを見直す必要があるから。それができて初めて、今までの国依存の行き方から脱却し、自立した行き方に立脚して、その立脚した立場から国の加害責任を正しく問うことができるから。

今回の原発事故を引き起こした根本原因は、突き詰めれば、命・健康よりも金（利潤）追求と利己的を原理とする経済システムとライフスタイルにある。このことに思いを致せば、私たち自身がこのやり方を改めない限り、今までとはちがう別なやり方を選び直さない限り、単に賠償金をしっかり取るだけでは、決して原発事故から立ち直ることはできない。また、同じ道を歩み、また同じ事故をくり返す。

　　　　　　　　　　　　　↓

その「今までとはちがう別なやり方」の１つが、他人を自己の利潤追求のための手段にする経済システムとは対極に立つ、他人を自分と同様に人間として扱う理念と仕組みに立つ「市民の自主的かつ相互扶助の組織」である。具体的には、社会的経済・連帯経済、協同組合、市民バンク、ワーコレといった経済組織。国からの補助、支援を当てにし、帰還政策を推進する国の言いなりになるしかない隷属的な行き方と決別するためには、この自立かつ相互扶助の経済組織を創設し、依存型の働き方から自立型の働き方に転換する必要がある。

そのモデルが世界には既にいくつもあり、その１つが１９４３年、スペイン内戦で敗北し荒廃した７千人の村を、２８歳の神父アリスメンディアリエタたちが協同組合創設により自主的に経済再建したモンドラゴンの取り組み。

(2)、市民の自主的かつ相互扶助の経済組織がもたらすもの

　山口県でも岡山県でも、避難者の受入れは仕事がなく人口減少が続く過疎地の再生・活性化とセットで考えられている。しかし、単に人が来たからといって過疎地が活性化する訳ではない。

　受入過疎地の再生・活性化成功の鍵は「今までの国依存、大企業依存の経済システムから脱却した脱依存＆自立型の経済システム」のアイデアを見つけ出し、過疎地でまっとうな新たな仕事を作り出す中にある。その有力なアイデアの１つが「市民の自主的かつ相互扶助の組織」の創設によって新たな仕事を作り出すことである。

　有名な実例が人口３万の山形県長井市で試みられた循環型システム「レインボープラン
」。そこで循環型システムを担う主役は「市民の自主的かつ相互扶助のネットワーク」である。

　モンドラゴンの経験も同様。モンドラゴンはどんなに寂れた寒村でも「市民の自主的かつ相互扶助の組織」の創設により仕事を作り出し、市民の手で経済再建が可能であることを実証した。

(3)、市民の自主的かつ相互扶助の経済組織創設の進め方

基本は、モンドラゴンのモデルが証明するように、少数でも意欲ある人たちが率先して、身近な、誰でもできるところから、これらの経済組織を作り出し、スタートすることが肝心（クイック&スモールスタート）。
①．歴史的モデル

モンドラゴン
：
　モンドラゴンの奇跡→https://goo.gl/605Jzj

②．現実的なモデル

自立支援のための金融協同組合の事例：韓国の青年連帯銀行（トダクトダク協同組合）

単なるお金の支援ではなく、お金をキーワードにして、新しい仕事と仲間を作り出していく。

興味深いいきさつ：2011年、協同組合設立のため日本からアドバイスに行った→http://goo.gl/cOj75e
ところが、2013年いざスタートしたら、協同組合がめきめき成長し、日本を追い越してしまった。

→2015年の報告：http://goo.gl/E47kGD　報告２：http://goo.gl/T5Yxua
詳細は瀬戸さんのレジメ３頁の最後を。

空文句、絵空事の「自立支援」ではなく、真の意味での「自立支援」の取り組みがここでチャレンジされている。

身近な起業の実例

ex. お弁当屋さん

③．参考情報：（一般的な）起業の実例・やり方

　　市民のための起業フリースクール→http://www.h6.dion.ne.jp/~noam/
以　上

� 情報公開法を求める市民運動の活動→http://clearinghouse.main.jp/wp/?page_id=23


� 地雷禁止国際キャンペーン→http://goo.gl/tOHdL8


� その紹介例（東北復興新聞）：http://www.rise-tohoku.jp/?p=6304


� モンドラゴン協同組合企業体――アリスメンディアリエタの思想を中心に――　� HYPERLINK "http://www.ritsumei.ac.jp/%7Eyamai/8kisei/yamamoto.pdf" �http://www.ritsumei.ac.jp/~yamai/8kisei/yamamoto.pdf�


� ワーコレでつくった自分たちの職場：https://www.pref.yamanashi.jp/challenge/interview.php?id=3
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